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１【提出理由】 

平成24年６月28日開催の当社第75回定時株主総会において決議事項が決議されま

したので、金融商品取引法第 24 条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第 19条第２項第９号の２に基づき提出するものであります。 

 

２【報告内容】 

ア．株主総会開催の年月日   平成 24年６月 28日 

 

イ．株主総会の決議事項 

第１号議案 剰余金の処分の件 

１．期末配当に関する事項 

株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式１株につき金９円  総額 1,797,715,341 円 

２．剰余金の処分に関する事項 

(1) 増加する剰余金の項目およびその額 

繰越利益剰余金   5,000,000,000 円 

(2) 減少する剰余金の項目およびその額 

別途積立金     5,000,000,000 円 

第２号議案 定款一部変更の件 

社外取締役および社外監査役との間に損害賠償責任を限定する契約を締

結することができる旨の規定を新設するものであります。 

第３号議案 取締役 10名選任の件 

取締役として、奥村 太加典、平子 高育、山口 俊男、高見 一夫、 

青木 浩三、土谷 誠、小林 俊雄、藤岡 誠一、水野 勇一、 

齊藤 洌を選任するものであります。なお、齊藤 洌は、社外取締役であり

ます。 

第４号議案 監査役１名選任の件 

監査役として、伴 義聖を選任するものであります。なお、伴 義聖は、

社外監査役であります。 
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ウ．株主総会決議事項に対する結果等 

株主総会 
決議事項 

賛成 
(個) 

反対 
(個) 

棄権 
(個) 

出席 
議決権数
(個) 

賛成率 
(%) 

可決 
要件 

決議 
結果 

第１号議案 167,907 75 107 168,742 99.51 (注)1.① 可決 

第２号議案 139,116 28,866 107 168,742 82.44 (注)1.② 可決 

第３号議案  

奥村 太加典 135,678 32,306 105 168,742 80.41 可決 

平子 高育 137,707 30,277 105 168,742 81.61 可決 

山口 俊男 137,608 30,376 105 168,742 81.55 可決 

高見 一夫 137,607 30,377 105 168,742 81.55 可決 

青木 浩三 137,700 30,284 105 168,742 81.60 可決 

土谷  誠 137,673 30,311 105 168,742 81.59 可決 

小林 俊雄 138,277 29,707 105 168,742 81.95 可決 

藤岡 誠一 138,375 29,609 105 168,742 82.00 可決 

水野 勇一 138,372 29,612 105 168,742 82.00 可決 

 

齊藤  洌 167,551 433 105 168,742 99.29 

(注)1.③ 

可決 

第４号議案 

 伴  義聖 118,453 49,536 100 168,742 70.20 (注)1.③ 可決 

(注)１．①可決要件は、出席した株主の議決権の過半数であります。 

②可決要件は、議決権を行使することができる株主の有する議決権（197,345

個）の 3分の 1以上の出席と、出席した株主の議決権の 3分の 2以上の賛成

であります。 

③可決要件は、議決権を行使することができる株主の有する議決権（197,345

個）の 3分の 1以上の出席と、出席した株主の議決権の過半数の賛成であり

ます。 

２．出席議決権数とは、議決権行使書による事前行使の議決権の数および当日出席

した株主の議決権の数（株主総会終了時点までに出席したすべての議決権の数）

の合計であります。従いまして、後記エのとおり一部未集計の票があるため、上

記の賛成、反対および棄権の各個数の合計と出席議決権数は、一致しません。 

 

エ． 前記ウの議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなか

った理由 

議決権行使書による事前行使および当日出席の株主のうち当社が賛成、反対およ

び棄権の確認ができたものにより、各議案の可決要件を満たしております。よって

上記賛成、反対および棄権の各個数には、当日出席株主のうち当社が賛成、反対お

よび棄権の確認ができていないものの議決権の数は含まれておりません。 

以 上 


